
24,865

5,210

4,800

8,481当

17,349当

6,184当

そえのふみ子
（浦和区）さいたま市議会議員埼玉県議会議員

武田かずひろ
（見沼区）埼玉県議会議員（緑区）さいたま市議会議員

佐々木さとみ
（見沼区）さいたま市議会議員（見沼区）さいたま市議会議員

野本れいこ
（浦和区）

堤ひでき

三神たかし

当

当

当

県議選市議選 得票報告

国民に力を国民に力を国民に力を
安全安心を実現安全安心を実現安全安心を実現
立憲民主党埼玉県第１区総支部長
元衆議院議員

〒100-0014 千代田区永田町1-11-1 三宅坂ビル7F
 Tel.03-3595-9988　Fax.03-3595-9088 
goiken@cdp-japan.net　https://cdp-japan.jp

〒330-0074 浦和区北浦和3-6-11松本ビル2F
 Tel.048-832-3810　 Fax. 048-832-3846 
voice@takemasa-k.jp　https://takemasa-k.jp

立憲民主編集部 連絡先 立憲民主党埼玉県第１区総支部2023.5.1 立憲民主プレス
埼玉県第１区総支部号外版

Takemasa Report No.253

Takemasa Report No.253

埼玉１区の６名の県議選市議選の得票報告です。当選した６名は、それぞれお約束した公約実現のため
に「国・県・市」連携を図りながら全力で務めます。引き続きご意見やご提案などお寄せください。

　日銀総裁が10年ぶりに交代しましたが、退任にあ
たり「適切であった」と少しの反省もありません。

　仮に、この10年1%平均の金利があったとする
と、個人の現金預金1000兆円に年1%の金利により
10兆円の利子となり、それに10年間かけると、最
大100兆円の金利が失われた計算になります。一人
当たり80万円、1世帯当たり200万円になります。

　この10年間、経済が国全体で底上げされなかった
こと共に大規模金融緩和の検証が必要です。　

2023.5.1 立憲民主プレス 埼玉県第１区総支部号外版　

たけまさ公一

　2030年（予想）より早く2022年出生数が80万人
を下回り、児童手当の所得制限がようやく撤廃さ
れます。しかし、この10年間に児童手当は約1.1兆
円、高校無償化支給額が約8732億円、合わせて約
2兆円が所得制限を受けた子育て世帯に支給されま
せんでした（立憲民主党試算）。

　2012年に民自公3党で「保育の質向上」を約束し
たのに、保育士配置基準は、1歳児2歳児の6対1、4
歳児5歳児の30対1もようやく見直しです。子供子
育ても、この10年の検証が必要です。

　  「失われた10年」の検証を 　  児童手当の所得制限撤廃へ



火6.66.6
講師講師    村井満（前Jリーグチェアマン）村井満（前Jリーグチェアマン）
18:00～ パインズホテル浦和18:00～ パインズホテル浦和    

トップセミナー2023トップセミナー2023

4.304.30

月7.37.3
ゲストゲスト    葉月よしこ（シャンソン歌手）葉月よしこ（シャンソン歌手）
14:00～ パインズホテル浦和14:00～ パインズホテル浦和    

女性の会 兼 後援会総会女性の会 兼 後援会総会

1961年生まれ。うし年。B型。浦和区
大東3丁目在住。妻と一女一男。木崎
小・木崎中・浦和高校・慶應義塾大法
学部政治学科卒業。
松下政経塾出身。

たけまさ(武正) 公一 
埼玉県第１区総支部長

1995年埼玉県議初当選。2000年衆議院議員初当選、以後
6期務め外務・財務副大臣・衆院憲法審査会会長代理を歴
任。2017年に議席を失うが、チャレンジを。

防衛関係の議論深まらず

14:00～15:3014:00～15:30      埼玉会館３B会議室埼玉会館３B会議室  
第218回たけまさ公一と語る会第218回たけまさ公一と語る会日
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政治的公平性について
　報道の自由度が急落した（上の表）背景とし
て、「政治的公平性の解釈変更に関する文書」が
総務省から公表されました。

　78ページの文書の52ページには「山形テレビが
自民党の広報番組を流したことに対する質疑」と
して私と麻生総務大臣（当時）のやり取りが紹介
されています。

　2004年6月3日の総務委員会で「政治的に公平で
あるとの判断は、一つの番組ではなくて、その当
該放送事業者の番組全体を見て判断する必要があ
る」との答弁です。

　しかし、2015年夏の憲法解釈変更安保法制強行
採決前の5月12日には高市総務大臣（当時）は
「国論を2分するような問題については・・・一つ
一つの番組で政治的公平を判断する」と解釈を変
更しました。

　その背景には、安倍首相の意向を受けた形で首
相補佐官の圧力があったと考えます。以来、放送
局が公平な報道ができずに国民に正しい情報が伝
えられなくなったと考え、その意味からも「失わ
れた10年」と考える理由の一つに挙げることがで
きると思います。

　引き続き、「政治的公平性」をめぐる解釈を従
来のものに戻すことを求めてゆきます。

　日本の防衛費がこれから5年間でこれまでの1.6
倍の43兆円にすると、日本の防衛費は世界3位の軍
事費となります。

　具体的に見ると、令和5年度防衛関係予算案は対
前年比26.3%増、その一方、子ども家庭庁予算は
2.6%増でその伸びは防衛関係予算の10分の1で
す。また、文教科学予算は0.5%増、農林水産予算
は0.4%減、経済産業予算は2.4%減です。

　「失われた10年」を経てもなお、的外れな予算
を組んでいる政権。だからこそ、変えなくてはな
りません。たけまさ公一に力をお与え下さい。

イベントの詳細、お申し込みはたけまさ公一事務所イベントの詳細、お申し込みはたけまさ公一事務所
048-832-3810までお気軽にお問合せください。048-832-3810までお気軽にお問合せください。

たけまさ公一ウェブサイトでもご案内しております。たけまさ公一ウェブサイトでもご案内しております。


